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かが日本国籍で、もう一方の本国法が父母両系血統主義であれば子どもは複数国籍になる（2 条 1 号・
2 号）。（2）日本人父と外国人母の婚外子で、父から認知された子は 20 歳に達する前に届出によっ
て日本国籍を取得でき複数国籍になる（3 条）、（3）外国で出生し外国の国籍を取得した子は日本
の国籍留保届を提出しないと出生に遡って日本国籍を喪失するが（12 条）、20 歳に達する前に日本
に住所を定め、法務大臣に届け出て日本国籍を取得すると複数国籍になる（17 条 1 項）。（4）帰化
する際には原則として原国籍の離脱が求められる。しかし、外国の法制度上、元の国籍が離脱でき
ない場合は離脱しなくても帰化が認められることがあり、複数国籍になる（5 条 2 項）2。
いったん複数国籍になった国民の国籍を単一にするために日本国籍を離脱する条文には（1）外
国籍を選択した時は日本国籍を失う（11 条 2 項）、（2）外国籍を有する日本国民は法務大臣に届け




国籍法 11 条 1 項、婚外子差別、日露ハーフ国籍問題、ヨーロッパ国籍条約
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出ることによって日本国籍を離脱できる（13 条）がある。これらは本人が自分の意志で行なう。
次に（3）国籍選択制度（14 条）である。出生により重国籍になった者は 22 歳に達するまでに、













せられた日露ハーフの国籍問題を事例に、11 条 1 項の改廃を阻んでいる歴史的要因を明らかにす




議論は次のように進める。第 1 に秋葉（2017）に依拠しながら 2008 年違憲訴訟の意義と課題を
整理する。第 2 に日露ハーフ国籍確認訴訟の考察を通じて日本の血統主義の曖昧さについて明らか
にする。第 3 に国籍法 11 条 1 項が及ぼす海外で暮らす日本人の実情を示し、最後に日本の植民地
政策の清算が未完であることが、国籍法11条1項の改正を阻む壁になっていることを明らかにする。
使用する主なデータは、国籍法訴訟資料（日露ハーフの国籍確認訴訟・国籍法 11 条 1 項違憲訴訟）
と複数国籍学習会（注 1 参照）の記録等である。
2．2008 年国籍法違憲訴訟判決
2008 年 6 月 4 日、最高裁大法廷は日本人父と外国人母との間に生まれた子は、婚姻で嫡出子に
なった場合に限って届出による日本国籍の取得を認める国籍法 3 条 1 項は、法の下の平等を定めた




2008 年違憲判決から同年 12 月の国籍法改正までに要した期間はわずか 6 カ月であった。原告団
の近藤博徳弁護士によると、「国会議員は『判決で判断した範囲内で立法する』、それを超えて議論










私たちの反対意見は、婚外子の国籍確認請求事件の平成 20 年 6 月 4 日大法廷判決（民集 62 巻 6 号







非嫡出子（婚外子）の遺産相続分を嫡出子（婚内子）の 2 分の 1 とする民法 900 条の規定は、
1898 年（明治 31 年）に制定された明治民法（第 4 編・第 5 編）を引き継いだものである。1995 年
の最高裁大法廷判決では、法律婚の尊重と非嫡出子の保護との調整を図ったものであり、合理的理
由のない差別とは言えず、法の下の平等（憲法 14 条）に反するとは言えないと判示していた。













議院の付帯決議 5 項目にあった「重国籍についての検討」は進まず、改正反対派の不満は 2016 年秋
に噴出する蓮舫議員の重国籍問題への伏線として作用した感がある。当時野党であった自民党の稲





170 回国会法務委員会第 3 号、2008 年 11 月 8 日）。
2012 年に自民党が政権に復帰した後に下された、たとえば、2015 年 3 月の国籍留保制度の違憲


































りでは問題なく、旅券は更新されている。その一方で国籍法 11 条 1 項該当者については、2000 年

































隠し通せということのようだった」（2018 年 3 月の聞き取り）。











に 11 条 1 項を適用するのは憲法違反だと主張した。根拠のひとつは憲法 22 条 2 項（国籍離脱の自
由＝国籍は自分の意思に反して奪われない）、もうひとつは憲法 14 条（法の下の平等＝外国籍取得
が自己志望か当然取得かで区別されるのは不合理）である。しかし、2017 年 12 月 7 日、最高裁は
憲法違反については議論を回避し、原告敗訴を確定させた（以下、2017 判決という）。








1 月 18 日 法務省民事局長からの連絡により戸籍抹消（戸籍法 105 条）
1 月 22 日 東京入管永住審査部門に在留特別許可申請の相談
2 月 1 日 在留特別許可申請（全ての書類が整ったのは 2 月 13 日）
3 月 15 日  区役所に児童手当について相談（不法滞在期間に受領した手当について返還が必要と言
われたが、後に不要と確認された）
3 月 29 日  在留特別許可を得て合法滞在に。形式的に同日収容令書発布により収容→仮放免→特別
審査官による口頭審理→在留特別許可の手順を踏む
4 月 6 日 東京法務局国籍課に帰化申請の相談（1 回目）
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5 月 9 日 東京法務局国籍課に帰化申請の面談、申請書類受理（2 回目）








国籍法 11 条 1 項が適用され日本国籍を喪失した日露ハーフの子どもたちはどれくらいいるのか
は不明である。原告の父母が東京にある駐日ロシア大使館に三男の出生届を行なう際は、手続きに
3 カ月を要していた。毎週水曜日に手続きが行われ、午前と午後に各 5 件程度なので最大 10 件で





2 つの在留資格の合計は年に 170 人ほど増加している。ロシア人の女性の割合は約 7 割という統計
があるので、ここから日露の国際結婚件数は年間 120 組程度と推計した。








表 1：5 年間の日本人配偶者と永住者の数（2012 年〜 2016 年）
日本人の配偶者等 前年比 永住者 前年比 合計 前年比
2012 1,253 2,815 4,068
2013 1,173 －80 3,091 ＋276 4,264 ＋196
2014 1,130 －43 3,284 ＋193 4,414 ＋150
2015 1,120 －10 3,453 ＋169 4,573 ＋159
2016 1,114 －6 3,636 ＋183 4,750 ＋177
出所：外国人統計より筆者集計



















フの国籍問題が生じた直接的な原因は、2002 年 5 月 31 日に制定公布された新ロシア国籍法（連邦
的法律第 62－FZ 号）9 において、国外で出生したロシア国民の子は自動的にはロシア国籍を取得せ
ず、簡易手続きによる連邦国籍の許可を得なければならなくなったためである。これにより、日本
政府は日本国籍の日本生まれの日露ハーフがロシア大使館に出生届を提出し国籍が付与されると、
自己の志望により外国籍（ロシア国籍）を取得したとみなし、国籍法 11 条 1 項を適用して、日本
国籍を喪失させている。
一方の日本の国籍法 11 条 1 項は国民が臣民の時代に制定された旧国籍法 20 条をそのまま引き継
いだものであるのに対して、他方のロシア国籍法はヨーロッパ国籍条約の内容を参照して 2002 年
に公布したものである。14 歳以降 18 歳未満の子のロシア連邦国籍の取得または喪失は子の同意を
要する（9 条）と、児童の権利条約に配慮した条文もある（奥田編 2006）。
以上を踏まえると、ロシア政府への出生届が簡易帰化申請の機能を持っていたからと言って、機
械的に 11 条 1 項を適用して日本国籍を喪失させる日本政府の問題性（国籍の恣意的な剥奪の禁止、




法 11 条 1 項が適用されてしまう可能性がある。このような事態に備えて日本人の子どもの最善の
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利益を守るためになしうることは何か。ひとつは、国籍法改正がすぐに実現できないとしても、国
籍法 11 条 1 項の運用を再考することだ。
3.4　行政の不作為
日露ハーフ一人ひとりの人生に大きな影響を与える国籍問題はどのような経過を経て社会問題化
したのだろうか。日露ハーフの国籍問題が、『戸籍』第 858 号（2011 年 7 月）と『戸籍時報』第
























類型 1 2 3 4 5 6 7 8
血統 ＋ ＋ ＋ － ＋ － － －
文化 ＋ ＋ － ＋ － ＋ － －

































4．国籍法 11 条 1 項違憲訴訟
2018 年 3 月に国籍法 11 条 1 項違憲訴訟が東京地裁に提起された。原告はスイス国籍を取得した
5 名とリヒテンシュタイン国籍を取得した 1 名、そしてこれからスイス国籍とフランス国籍の取得






法第 11 条 1 項は、憲法第 10 条の委任の範囲を超えるものであり違憲無効である。」
国籍法 11 条 1 項は、明治憲法下の国籍法 20 条をそのまま受け継いだものである。現憲法下では
国民が個人として尊重される主権者であり（憲法前文 1 項、1 条）、国民の幸福追求権は国政上最
大限尊重され（憲法 13 条）、国籍離脱の自由（憲法 22 条 2 項）が保障される。ここから現憲法下
では、国民は日本国籍を離脱するか否かを自由に決めることができるのであって（自己決定権）、
日本国籍は、日本国籍離脱に向けた本人の直接の意思表示がない限り、失われない（13 条及び 22
条 2 項）。国籍法 11 条 1 項は、外国国籍取得の意思を日本国籍離脱の意思とみなし、日本国籍離脱
に向けた本人の直接の意思表示がないにもかかわらず日本国民の日本国籍を失わせるもので、憲法
10 条の委任の趣旨を逸脱しており、違憲無効である。
また、国籍法 11 条 2 項ないし 16 条は重国籍者に日本国籍保持の道を残しているが、11 条 1 項
は外国籍取得により自動的に日本国籍を喪失させる。これは平等原則を定める憲法 14 条に違反す
るものであり、憲法 10 条の委任の趣旨を逸脱し、違憲無効である。
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うな対応が取れたのは、冷戦構造のもとで日米の思惑が一致していたためである。1947 年 5 月 3
日に新憲法が施行される前日に史上最後の勅令として交付・施行された外国人登録令により、旧帝
国臣民は「当分の間、これを外国人とみなす」とし、サンフランシスコ講和条約が発効する直前の






4.2　11 条 1 項による日本国籍喪失者の事例
複数国籍学習会で収集した情報を整理すると、2000 年代後半に入った頃から、旅券更新の機会
をとらえて国籍法 11 条 1 項該当者の摘発が強化されるようになったことが分かる。3 人のケース
を紹介する。
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（1）K さん（女性、60 代、米国籍取得、旅券更新時に国籍の疑義を指摘される）















































くない。本稿で考察した国籍法の父系血統主義も、婚外子差別も、国籍法 11 条 1 項もそれにあたる。
父系血統主義は 1984 年に父母両系血統主義に改正され、婚外子の遺産相続分を嫡出子の 2 分の 1
とする規定（民法 900 条 4 号）は 2013 年に最高裁大法廷で違憲と判断され、115 年ぶりに改正さ







人びとが権力側に相当数いることが、国籍法 11 条 1 項の改廃をめぐる最大の壁になっているので
はないか。この仮説については、現在進行中の国籍法 11 条 1 項違憲訴訟の原告団支援を通じて被
告である国側の主張などを考察しながら検証作業を進めたい。
最後に緊急の課題として強調したいことがふたつある。ひとつは、面子にこだわり、問題を先送







1　筆者は 2017 年 7 月に立ち上げた複数国籍学習会の代表世話人を務めている。学習会には、国内外の当事者と
研究者、一般市民、行政書士や弁護士など実務家が参加し、国籍法の条文解釈にとどまらず、それらが実際に
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海外で「外国人」として暮らす日本人にどのような場面で、どのような不都合が生じているのか、という情報







3　2018 年 3 月、近藤博徳弁護士が法務省に確認したところ、日本と国籍取得に関して相互通報関係にあるのは、
ドイツ、オーストラリア、チリの 3 カ国である。
4　国籍法 3 条 1 項の合憲性を争っていたのは 2 つの事件であった。ひとつは原告 1 名で、日本人父の認知が出
生後であったために日本国籍を取得できず強制退去処分を受けたケースである。もうひとつは原告 9 名で、同
様の理由により日本国籍を取得できなかったケースである。事実関係は異なるものの国籍法 3 条 1 項の憲法適
合性に関する判断の部分はほぼ同じ内容である。





44 回国連総会において採択され 1990 年に発効した。
7　「国際結婚を考える会」では 2001 年から国籍選択制度の廃止を求める国会請願活動を行なっている。紹介議
員が最も多かったのは第 162 回通常国会で 77 名を数えた。こうした国籍法に関わる当事者運動と国会をめぐる
動きは、改革を目指す側にも改革の動きに危機感を覚える側にも影響を与えていたと推察できる。
8　特定秘密保護法（2013 年）では、評価対象者の家族、同居人の現在、さらに過去の国籍が適正評価の調査項
目になった（12 条 2 項 1 号）。帰化者も大きな権利制約を受ける恐れがある。
9　1991 年 11 月 28 日に制定公布された旧法は施行日に領内に常住していた旧ソ連邦国民などを連邦国民として
承認（13 条）することと、連邦外の共和国に取り残された民族的なロシア人を念頭に父母又はその他直系尊属
が連邦国民である者などを登録のみで連邦国民とする（18 条）ことに重点がおかれていた。
10　在京ロシア人研究者によると、ロシア語圏の人びとのネットコミュニティ（2014 年頃 facebook に移行）で、








族に申し訳なく思っている人が多い（2018 年 1 月 22 日、聞き取り）。ロシア人女性の来日が増加したのは 90 年
代半ば以降であるが、自助組織も支援団体も少なく正確な情報を入手する手段がなかった。
11　成人年齢の引き下げにより、国籍選択年齢も 2022 年からは 20 歳になるまでに引き下げられる。
12　国籍法 11 条違憲訴訟支援ネットワーク http://yumejitsu.net/
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Obstacle for revision or abolition of item 1 Article 11 of Nationality Act:  
Over a problem of loss of Japanese nationality  
in people of half Russian and half Japanese
TAKEDA Satoko
Item 1, Article 11 of Japanese Nationality Act stipulates that Japanese nationality is automatically 
lost if another foreign nationality was acquired. Object of this paper is to clarify what is the obstacle 
for revision or abolition of item 1, Article 11 of Nationality Act by examining a nationality problem of 
a half Russian and half Japanese person who was deprived of his Japanese nationality based on the 
item 1, Article 11 of the Act in spite of his birth as a child of Japanese father. In reference to the 8th 
unconstitutional judgment case for National Act (Article 3) after the World War II ruled by the 
Supreme Court in 2008, our focus is put on the social and political situation back then when the 
judgment was led.
At first, meaning and problems of the unconstitutional lawsuit in 2008 are marshaled. Secondly, 
ambiguity of Japanese blood lineage-oriented principle is clarified by discussing a declaratory 
judgment case on nationality of a person of half Russian and half Japanese. Thirdly, a reality of the 
provision's impacts on Japanese people living overseas is examined. Finally, it shall be clarified that 
incomplete resolution of Japanese colonial control policy issues is the obstacle for revision of item 1 
Article 11 of Nationality Act.  
A hypothesis obtained from this paper is that a right of self-determination of nationality is not 
permitted precisely because it may reveal a fact as a political problem that Japanese nationality of 
people of former empire Japan had been lost just with a slip of Notice sent by Director-General of 
Civil Affairs of the Bureau of Legal Affairs. The fact that there are still many people on the authority 
side who are reluctant to step into the resolution of colonial control issues while keeping administrative 
fallacy has become the largest obstacle for revision and abolition of item 1 Article 11 of Nationality 
Act.
